
 

令和 5年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について 

 

１．「地方公共団体の財政健全化に関する法律」の概要 

平成 19 年度に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」において、

地方公共団体の財政の健全性を示すために定められた指標として「実質赤字比率」「連

結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」の 4 つの指標と公営企業会計を

対象とした「将来負担比率」が定められました。 

 

＜健全化判断比率の対象範囲＞ 
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２．健全化判断比率 

「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公債費比率」及び「将来負担比率」の

４つの指標からなり、それぞれ、標準的に収入が見込まれる地方税などの一般財源(標

準財政規模)等に対する割合を示すものです。この健全化判断比率のいずれかが一定

の基準以上となった場合には、「財政健全化計画」又は「財政再生計画」を策定し、財

政の健全化を図らなければなりません。 

 

 
①実質赤字比率 

一般会計等の赤字額の、標準財政規模（税収入や普通交付税額等、経常的に収入 

される一般財源の規模）に対する比率で、財政運営の健全度を表す指標です。 

 
 

②連結実質赤字比率 

一般会計、特別会計及び水道・漁業集落排水事業会計を含めた町全体の赤字額の 

標準財政規模に対する比率で、運営の健全度を表す指標です。 
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③実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金（特別会計、水道・下水道事業会計が起こした地

方債に係る分を含む）の標準財政規模を基本とした額に対する比率で、町全体の公債

費の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を表すものです。 

 
 

④将来負担比率 

一般会計等の借入金や将来支払う可能性のある負債等の現時点での状況を指標化

し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを表すものです。 

 
 

３．健全化判断比率の算定結果 

令和 5 年度決算に基づき健全化判断比率を算定しましたが、いずれの指標も次の表

のとおり早期健全化基準を下回りました。 

 

  

実質公債費比率

（3か年平均）
＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）

－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率 ＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

―④将来負担比率 66.0% 53.8% 350.00%

②連結実質赤字比率
―

（赤字なし）

―

（赤字なし）
19.81% 30.00%

③実質公債費比率 6.7% 5.7% 25.00% 35.00%

指　標　名 ５年度決算 ４年度決算 早期健全基準 財政再生基準

①実質赤字比率
―

（赤字なし）

―

（赤字なし）
14.81% 20.00%



 

＜実質公債費比率の算定結果と推移＞ 

実質公債費比率 6.7%
 

（単位：千円）【実質公債費比率の状況】

実質公債費比率（単年度）（分子／分母） 8.96% 6.17% 5.12% 5.84%

R4算定（R2～R4の3ヵ年平均） 5.7%

4,784,958 4,995,081 4,669,558

6.7%

5,257,327 5,461,253 5,130,814

472,369 466,172 461,256

466,172 461,256

295,219 255,939 272,572

1,211 1,222 1,233

0 0 0

62,791 63,418 60,669

25,281 27,733 69,548

R4 R3 R2

678,305 629,738 602,378

分子

分母

①元利償還金の額

②公債費充当公営企業繰出金

③一部事務組合公債費

④公債費に準ずる債務負担行為

⑤一時借入金の利子

⑥当該年度公債費等交付税算定額

①＋②＋③＋④＋⑤－⑥

R5

745,113

66,702

87,497

12,980

0

479,856

432,436

R5算定（R3～R5の3ヵ年平均）

⑦標準財政規模

⑧当該年度公債費等交付税算定額

⑦－⑧

5,303,494

479,856

4,823,638

472,369

 

実質公債費比率は、令和 4 年度決算と比較すると 1.0 ポイント悪化しました。 

令和３年度に完成した学校給食センターや総合体育館の天井・空調整備のために借

入を行った地方債の元利償還金の増加、知多南部衛生組合が建設した火葬場、知多南

部広域環境組合が建設したごみ処理施設に係る地方債の元金償還開始に伴う分担金

の増加を主な要因として実質公債費比率は上昇しました。 

【実質公債費比率の推移】 

3.8%

3.3% 3.2%
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＜将来負担比率の算定結果と推移＞ 

 

 

将来負担比率は、令和 4 年度決算と比較すると 12.2 ポイント悪化しました。 

PFI 事業で行う師崎港観光センター整備運営事業の建設に該当する費用を「②債務

負担行為に基づく支出予定額」に計上したことが主な上昇要因です。 

【将来負担比率の推移】 

 

将来負担比率 66.0%

分子

①地方債の現在高 6,356,991 6,955,187 7,454,308

④組合負担等見込額 2,369,491 2,386,935 1,316,688

⑤退職手当負担見込額 2,012,048 2,084,489 2,183,905

⑦連結実質赤字額 0 0

【将来負担比率の状況】

R5 R4 R3 R2

（単位：千円）

7,321,326

②債務負担行為に基づく支出予定額 1,510,916 0 1,211 2,433

437,025

③公営企業債等繰入見込額 564,024 579,616 580,145 573,821

2,182,116

分母

⑫標準財政規模 5,303,494 5,257,327 5,461,253

（①～⑧）－（⑨～⑪） 3,188,022 2,574,309 2,306,546 1,403,981

5,130,814

⑬当該年度公債費等交付税算定額 479,856 472,369 466,172 461,256

将来負担比率（分子／分母） 66.0% 53.8% 46.1% 30.0%

⑫－⑬ 4,823,638 4,784,958 4,995,081 4,669,558

⑨充当可能基金 3,396,545 3,263,784 2,822,315 2,830,164

⑩充当可能特定歳入 354,863 0 0 0

0

⑥設立法人の負債額等負担見込額 0 0 0 0

0 0

⑧組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0

⑪基準財政需要額算入見込額 5,874,040 6,168,134 6,407,396 6,282,576

17.9% 16.4% 13.6% 11.4%
17.3%

29.1% 30.0%

46.1%

53.8%

66.0%

H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05



 

4．資金不足比率 

公営企業会計の資金不足額を、事業規模（料金収入の規模）と比較して指標化

し、経営状態の悪化の度合いを示すものです。資金不足比率が 20％を上回った場

合、「経営健全化計画」を作成し、議決を得て公表しなければなりません。 

資金不足比率 ＝

事業の規模

資金の不足額

 

＜資金不足比率の算定結果＞ 

各公営企業における資金不足比率については、該当ありませんでした。 

101,448 85,036 16,412 27,613 －

資金不足額

（Ａ）

②＋③－①

0

【資金不足比率の状況：地方公営企業法適用事業】 （単位：千円）

【資金不足比率の状況：地方公営企業法非適用事業】 （単位：千円）

事業名 年度
歳入

①

歳出

②

翌年度繰

越額③

事業の

規模

（B）

－漁業集落排水事業 R5 42,174 45,456 -3,282 27,613

-671,109172,590 843,699 431,294

事業名

水道事業

年度

R5

R4

事業の規模

（B）

－-640,404170,640 811,044 490,498

－

資金不足比率

A／B

資金不足額

（A）①－②

流動負債等

①

流動資産等

②

資金不足比率

A／B

漁業集落排水事業 R4

 


